
賃
借
人
の
居
住
の
安
定
を
確
保
す
る
た
め
の
家
賃
債
務
保
証
業
の
業
務
の
適
正
化
及
び
家
賃
等
の
取
立
て
行
為

の
規
制
等
に
関
す
る
法
律
案
に
対
す
る
附
帯
決
議

平
成
二
十
二
年
四
月
二
十
日

参

議

院

国

土

交

通

委

員

会

政
府
は
、
本
法
の
施
行
に
当
た
り
、
次
の
諸
点
に
つ
い
て
適
切
な
措
置
を
講
じ
、
そ
の
運
用
に
遺
憾
な
き
を
期
す
べ
き
で
あ

る
。

一
、
本
法
に
基
づ
く
政
省
令
、
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
等
を
早
急
に
策
定
し
、
法
施
行
ま
で
の
間
に
、
関
係
者
及
び
国
民
に
対
し
て
本

法
に
基
づ
く
制
度
を
周
知
徹
底
す
る
こ
と
。

二
、
家
賃
債
務
保
証
業
の
登
録
制
度
の
創
設
に
当
た
っ
て
は
、
関
係
省
庁
の
十
分
な
連
携
の
も
と
、
制
度
創
設
の
趣
旨
を
十
分

考
慮
し
て
、
登
録
業
者
の
資
質
の
向
上
及
び
業
務
の
適
正
化
を
図
る
と
と
も
に
、
制
度
の
適
切
な
運
用
が
な
さ
れ
る
よ
う
努

め
る
こ
と
。

三
、
良
質
な
民
間
賃
貸
住
宅
が
管
理
運
営
さ
れ
て
い
く
た
め
に
は
、
賃
貸
住
宅
に
係
る
専
門
の
管
理
業
者
の
活
用
の
必
要
性
が

高
ま
る
と
考
え
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、
全
て
の
賃
貸
不
動
産
物
件
の
管
理
を
対
象
と
し
た
管
理
行
為
の
適
正
化
及
び
明
確
化
を

図
る
た
め
の
賃
貸
不
動
産
管
理
に
係
る
法
制
度
の
構
築
に
取
り
組
む
こ
と
。

四
、
家
賃
等
弁
済
情
報
が
賃
借
人
の
居
住
の
安
定
の
確
保
に
重
大
な
影
響
を
及
ぼ
す
個
人
情
報
で
あ
る
こ
と
に
か
ん
が
み
、
家

賃
等
弁
済
情
報
提
供
事
業
者(

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
事
業
者
）
及
び
加
入
業
者
に
お
い
て
、
本
法
及
び
個
人
情
報
保
護
法
の
規
定

が
遵
守
さ
れ
る
よ
う
、
的
確
な
指
導
・
監
督
を
行
う
こ
と
。
特
に
、
賃
借
人
の
居
住
の
安
定
の
確
保
と
い
う
本
法
の
目
的
に

か
ん
が
み
、
家
賃
等
弁
済
情
報
と
直
接
関
係
の
な
い
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
情
報
や
、
本
人
の
資
力
と
は
直
接
関
係
の
な
い
訴
訟
情

報
が
収
集
・
提
供
さ
れ
る
こ
と
が
な
い
よ
う
、
十
分
留
意
す
る
こ
と
。



ま
た
、
家
賃
等
弁
済
情
報
提
供
事
業
の
運
営
に
よ
り
、
家
賃
債
務
保
証
業
者
等
が
、
安
易
な
保
証
拒
否
を
行
う
こ
と
の
な

い
よ
う
、
適
切
な
指
導
・
監
督
を
行
う
こ
と
。

五
、
家
賃
関
連
債
権
の
取
立
て
に
関
す
る
行
為
規
制
に
つ
い
て
は
、
民
間
賃
貸
住
宅
の
大
半
を
占
め
る
個
人
大
家
を
始
め
と
す

る
債
権
者
の
正
当
な
家
賃
の
取
立
て
が
阻
害
さ
れ
る
こ
と
の
な
い
よ
う
、
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
等
の
運
用
基
準
に
お
い
て
客
観
的

・
具
体
的
に
明
確
化
し
、
関
係
者
に
対
し
て
そ
の
周
知
徹
底
に
万
全
を
期
す
と
と
も
に
、
規
制
の
運
用
に
当
た
っ
て
は
、
指

導
・
勧
告
等
も
含
め
、
適
切
な
対
応
を
行
う
こ
と
。

六
、
賃
借
人
・
家
主
双
方
に
と
っ
て
、
紛
争
の
未
然
防
止
や
円
滑
な
解
決
が
講
じ
ら
れ
る
よ
う
、
国
民
生
活
セ
ン
タ
ー
、
消
費

生
活
セ
ン
タ
ー
、
弁
護
士
会
等
に
お
け
る
相
談
体
制
の
充
実
や
裁
判
外
紛
争
処
理
制
度
の
活
用
の
促
進
に
努
め
る
こ
と
。

七
、
家
賃
債
務
保
証
委
託
契
約
の
締
結
が
困
難
な
者
に
つ
い
て
も
そ
の
居
住
の
安
定
の
確
保
が
図
ら
れ
る
よ
う
、
公
的
賃
貸
住

宅
の
供
給
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
居
住
支
援
協
議
会
を
通
じ
た
負
担
可
能
な
家
賃
の
賃
貸
住
宅
へ
の
入
居
支
援
を
行
う
こ

と
等
に
よ
り
、
住
宅
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
の
一
層
の
機
能
向
上
を
図
る
こ
と
。

八
、
家
賃
の
滞
納
等
が
発
生
し
た
場
合
の
契
約
終
了
・
明
渡
し
手
続
き
に
は
相
当
の
期
間
と
費
用
を
要
し
、
民
間
賃
貸
住
宅
市

場
の
縮
小
等
、
市
場
に
与
え
る
影
響
が
懸
念
さ
れ
る
こ
と
か
ら
、
契
約
の
終
了
、
住
宅
の
明
渡
し
が
適
切
か
つ
円
滑
に
行
わ

れ
る
よ
う
、
検
討
を
行
う
こ
と
。

九
、
附
則
第
三
条
の
検
討
条
項
に
加
え
、
こ
の
法
律
の
施
行
後
三
年
以
内
に
、
法
律
の
施
行
状
況
に
つ
い
て
中
間
的
な
調
査
を

と
り
ま
と
め
、
そ
の
結
果
を
公
表
し
た
上
で
、
必
要
に
応
じ
て
制
度
の
見
直
し
を
行
う
こ
と
。

右
決
議
す
る
。


